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第１章 　計画の基本的な事項・背景 

１.１ 区域施策編策定の背景 

（1） 気候変動の影響 

　気候変動問題は、その予想される影響の大きさや深刻さから見て、人類の生存基盤に関わ

る安全保障の問題であり、既に世界的にも平均気温の上昇、雪氷の融解、海面水位の上昇が

観測され最も重要な環境問題の一つとされています。 

　2021（令和 3）年 8月には、IPCC※1 第 6次評価報告書が公表され、同報告書では、人間の

影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がないこと、大気、海洋、

雪氷圏及び生物圏において、広範囲かつ急速な変化が現れていること、気候システムの多く

の変化（極端な高温や大雨の頻度と強度の増加、いくつかの地域における強い熱帯低気圧の

割合の増加等）は、地球温暖化の進行に直接関係して拡大することが示されました。 

　今後、地球温暖化の進行に伴い、このような猛暑や豪雨のリスクは更に高まることが予測

されています。 

※1 IPCC「Intergovernmental Panel on Climate Change（気候変動に関する政府間パネル）」：各国政府の

気候変動に関する最新の科学的知見を各種報告書としてとりまとめ、政策の科学的基礎を提供することを

目的とする政府間組織（報告書自体は政策中立なものであることを原則とする）。 

 

（2） 地球温暖化対策をめぐる国際的な動向 

①パリ協定 

　2015（平成 27）年 11 月から 12 月にかけて、フランス・パリにおいて、COP21 が開催さ

れ、京都議定書以来 18年ぶりの新たな法的拘束力のある国際的な合意文書となるパリ協定

が採択されました。 

　合意に至ったパリ協定は、国際条約として初めて「世界的な平均気温上昇を産業革命以前

に比べて 2℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求すること」や「今世紀

後半の温室効果ガスの人為的な排出と吸収の均衡」を掲げたほか、附属書 I国（いわゆる先

進国）と非附属書 I国（いわゆる途上国）という附属書に基づく固定された二分論を超えた

全ての国の参加、5年ごとに貢献※2（Nationally Determined Contribution）を提出・更新

する仕組み、適応計画プロセスや行動の実施等を規定しており、国際枠組みとして画期的な

ものと言えます。 

　2018 （平成 30）年に公表された IPCC「1.5℃特別報告書」によると、世界全体の平均気

温の上昇を、2℃を十分下回り、1.5℃の水準に抑えるためには、CO2 排出量を 2050（令和

32） 年頃に正味ゼロとすることが必要とされています。この報告書を受け、世界各国で、

2050（令和 32） 年までのカーボンニュートラル※3 を目標として掲げる動きが広がりまし

た。 

※2 貢献：各締約国は温室効果ガス削減に関する「自国が決定する貢献」（Nationally Determined 

Contribution）を策定し、5年ごとに国連気候変動枠組条約事務局（UNFCCC）に提出・更新することとされ

ている。  
※3 カーボンニュートラル：二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」から、植林、森林管理

などによる「吸収量」を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること。 

 



2 

　②持続可能な開発目標（SDGｓ） 

　2015（平成 27）年 9月に国連本部において、「国連持続可能な開発サミット」が開催され、

150 を超える加盟国首脳の参加のもと、その成果文書として、「我々の世界を変革する：持

続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択されました。 

　アジェンダには、2030（令和 12）年までに達成する人間、地球及び反映のための行動計

画として、17のゴールと169のターゲットからなる持続可能な開発目標『SDGs』（Sustainable 

Development Goals）が掲げられています。（図 1-1） 

 

図 １-１　SDGs が掲げる 17 のゴール 

出典：国際連合広報センターウェブサイト 

 

（3） 地球温暖化対策をめぐる国内の動向 

　2020（令和 2）年 10 月、我が国は、2050（令和 32）年までに、温室効果ガスの排出を全

体としてゼロにする、すなわち、2050（令和 32）年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実

現を目指すことを宣言しました。翌 2021（令和 3）年 4月、地球温暖化対策推進本部におい

て、2030（令和 12）年度の温室効果ガスの削減目標を 2013（平成 25）年度比 46％削減する

こととし、さらに、50 パーセントの高みに向けて、挑戦を続けていく旨が公表されました。 

　2021（令和 3）年 10 月には、これらの目標が位置付けられた地球温暖化対策計画の閣議

決定がなされました。地球温暖化対策計画においては、我が国は、2030（令和 12）年、そし

て 2050（令和 32）年に向けた挑戦を絶え間なく続けていくこと、2050（令和 32）年カーボ

ンニュートラルと 2030（令和 12）年度 46%削減目標の実現は決して容易なものではなく、

全ての社会経済活動において脱炭素を主要課題の一つとして位置付け、持続可能で強靱な

社会経済システムへの転換を進めることが不可欠であること、目標実現のために、脱炭素を

軸として成長に資する政策を推進していくことなどが示されています。（表 1-1） 
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表１-１　地球温暖化対策計画における 2030 年度温室効果ガス排出削減量の目標 

 

出典：環境省（2021）「地球温暖化対策計画」 
＜https://www.env.go.jp/earth/ondanka/keikaku/211022.html＞ 

 

（4） 地球温暖化対策をめぐる埼玉県の動向 

　埼玉県では、2020（令和 2）年度に「地球温暖化対策実行計画（第 2期）」を策定し、取

組を強化してきました。 

　2023（令和 5）年度には、国内外の地球温暖化対策に関する目標が「カーボンニュートラ

ル」の達成へとシフトしていることなどの情勢変化を踏まえ、計画を改正し「カーボンニュ

ートラルが実現し、気候変動に適応した持続可能な埼玉」を目指すべき将来像に掲げ、2030

年度の温室効果ガス削減目標を引き上げました。 

　2022（令和 4）年には「埼玉県環境基本計画（第 5次）」を策定し、2050（令和 32）年ま

での脱炭素社会の実現及び気候変動に適応した持続可能な社会の実現に向けた取組を進め

ることとしています。 

　埼玉県では国、市町村、県民、事業者とワンチームとなって、省エネルギーの徹底、再生

可能エネルギーの最大限導入、エネルギーの効率的利用の促進に取り組み、カーボンニュー

トラルの実現、気候変動に適応した持続的な社会の実現を目指しています。 

 

（5） 寄居町における地球温暖化対策のこれまでの取組・今後の取組方針 

　「寄居町環境基本計画」 

　寄居町では、2005（平成 17）年 3月に「寄居町環境基本計画」を策定し、取組方針の一

つとして「地球温暖化防止に役立つエネルギー利用へ変えていこう」を掲げ、町民・事業者・

町による省エネルギー対策等を推進してきました。 

　2017（平成 29）年 3月には「第 2次寄居町環境基本計画」を策定し、『豊かな水と緑・歴

史に包まれ、環境にやさしい暮らしが息づくまち』を環境像に掲げ、新たな総合的な環境施

策を位置付け、地球温暖化対策実行計画の策定や低炭素型機器・設備の導入など、より具体

的な施策を定めました。 
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図 １-２　施策の体系 

　2023（令和 5）年 3月には、気候変動により甚大な自然災害が引き起こされていることや

持続可能な開発目標（SDGs）の達成に取り組みが進められるなど、環境問題や社会情勢の変

化に対応するため「第 2次寄居町環境基本計画　改定版」を策定しました。この改定では、

これまでの取組への評価を踏まえた施策や目標指標の見直しを行うとともに、取組方針を

「低炭素」から「脱炭素」とし、脱炭素社会の実現に取り組むこととしました。 

　今後、国の温室効果ガス削減目標等を睨みつつ、町では「第 2次寄居町環境基本計画　改

定版」に施策として位置付けられる「低炭素型機器・設備の導入の促進」「環境にやさしい

暮らし方・事業活動の推進」施策を着実に実行していくとともに、町民や事業者へ環境保全

行動を促す必要があります。（図 1-2） 

 

　「寄居町地球温暖化対策実行計画」 

　2024（令和 6）年 3月には、地球温暖化対策推進法第 21 条第 1項の規定に基づき策定さ

れた「地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」の中間見直しを行いました。この中間見直

しでは、国の「地球温暖化対策計画」に準じて温室効果ガス排出量の削減目標と目標達成に

向けた具体的な対策の見直しを行い、町の事務及び事業により排出される温室効果ガスの

さらなる削減を目指していきます。（表 1-2）（図 1-3） 
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表 １-２　計画の目標 

 

 

図 １-３　温室効果ガス総排出量削減率（実績の公表値） 

 

１.２ 計画の位置付け 

　「寄居町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」（以下「本計画」という。）は、「地球温

暖化対策の推進に関する法律」第 21 条第 4項に基づき、寄居町の脱炭素化を促進し、ゼロ

カーボンシティを目指すため、中・長期的視点で自然的、社会的条件に応じた温室効果ガス

排出量の削減等を行うために策定し、町民・事業者・町の各主体の役割を明確にすることで、

地球温暖化対策に関する施策や取組を総合的かつ計画的に推進することを目的とするもの

です。（図 1-4） 

 

図 １-４　計画の位置付け 

 温室効果ガス

総排出量の削

減目標 

（kg₋CO2）

基準年度 

2013 年度 

（平成 25 年度）

中間年度目標 

2022 年度 

（令和 4 年度）

中間年度実績 

2022 年度 

（令和 4 年度）

目標年度 

2030 年度 

（令和 12 年度）

 5,245,496 4,319,478 

（-17.7%）

3,754,864 

（-28.4％）

2,622,748 

（-50.0％）
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（１） 計画期間・基準年度 

　本計画は、2025（令和 7）年度から 2030（令和 12）年度までの 6年間を計画期間とし、

基準年度を 2014（平成 26）年度※とします。 

※寄居町では、2014（平成 26）年度に大規模自動車工場が稼働しており、2013（平成 25）年度と現在では

産業部門の CO2 排出量状況が異なることから、基準年度を 2014（平成 26）年度としました。 
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第２章 　寄居町の地域特性 

２.１ 位置・地整 

　寄居町は、埼玉県の北西部、都心から 70km 圏に位置しています。 

　東方に深谷市、比企郡嵐山町、小川町、西方に児玉郡美里町、秩父郡皆野町、長瀞町、東

秩父村に隣接しています。 

　面積は、64.25㎢であり、山地、丘陵、台地、低地と多様な地形に恵まれており、荒川が

町域の中央を屈曲しながら、東流しています。 

　町の中央部を国道 140 号、国道 140 号皆野寄居バイパス、国道 254 号を骨格として道路

網が形成されており、東に関越自動車道花園 IC が隣接し、寄居スマート IC も有していま

す。 

　JR 八高線、東武東上線が中央部を南北方向に連絡し、秩父鉄道線が東西方向に連絡して

おり、3路線が結接する交通の要衝地でもあります。（図 2-1） 

 
図 ２-１　交通体系 

出典：寄居町一般廃棄物（ごみ）処理基本計画 
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２.２ 人口・世帯数 

　人口は、2000（平成 12）年をピークに減少に転じ、それ以降は緩やかに減少しています。

2022（令和 4）年の人口統計調査では、約 32,000 人となっています。 

　国立社会保障・人口問題研究所の推計では、2025（令和 7）年を過ぎると、人口が 30,000

人を下回り、少子高齢化が急速に進行することが予測されています。（図 2-2） 

 

図 ２-２　寄居町の人口推移と将来推計 

出典：総務省「国勢調査」（2013-2022） 
国立社会保障・人口問題研究所日本の地域別将来推計人口（2025-2050） 

 

２.３ 気候 

（１） 気温 

　1978（昭和 53）年から 2023（令和 5）年までの日平均気温の推移をみると、上昇傾向と

なっています。（図 2-3） 

 

図 ２-３　寄居町の日平均気温の推移 

出典：気象庁 web サイト（寄居気象観測所（アメダス）） 
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（２） 日照時間 

　寄居観測所における日照時間の平年値は、2,059 時間となっています。関東地方の主要都

市における日照時間の平年値と比較すると、寄居町の日照時間は長くなっています。 

（図 2-4） 

 

図 ２-４　関東地方主要都市との日照時間の比較（平年値, 1991 年～2020 年） 

出典：気象庁 web サイトより作成 

（３） 日射量 

　寄居町の日射量は、水平面で 1日あたりの平均 3.91kWh/㎡となっています。 

　関東地方の主要都市における一日あたりの日射量の年平均値と比較すると、寄居町の日

射量は多くなっています。（図 2-5） 

 

図 ２-５　関東地方主要都市との日射量の比較（年平均値, 2010 年～2018 年） 

出典：NEDO 日射量データベース閲覧システムより作成 
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２.４ 土地利用 

　2022（令和 2）年度都市計画基礎調査によると、寄居町の土地利用は、自然的土地利用が

4,370.3ha と 68.0％を占め、そのうち農地が 23.7％、山林や水面等が 42.6％となっていま

す。 

　都市的土地利用のうち住宅用地に商業用地、工業用地を合わせた宅地は、1,021.9ha で全

体の 15.9％である。そのうち、住宅用地の面積は、用途地域内が 115.6ha（1.8％）、用途地

域外が 541.7ha（8.4％）で、用途地域外は用途地域内の面積の約 5倍となっており、住宅

地が用途地域外に分散しています。 

　未利用地を含むその他空地としては、用途地域内では約 21.7ha の未利用地が見られます

が、まとまりのある一団の土地ではなく、小規模な未利用地が点在しています。 

　用途地域内や山間部を除く広い範囲に農用地区域が指定されています。 

　三ヶ山、富田谷津地区等に立地する自動車産業や環境産業をはじめ、町辺縁部を中心に工

業地域が形成されています。（図 2-6） 

 

図 ２-６　寄居町の土地利用現況図 

出典：寄居町立地適正化計画（H30.3 策定、R5.3 改定） 
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（１） 森林面積 

　「森林・林業と統計 令和 3年度版」（埼玉県）によると、寄居町の森林面積は、2,398ha

となっており、区域面積に占める森林の比率は 37％となっています。（図 2-7） 

図 ２-７　森林地域 

出典：国土数値情報をもとに作成 

２.５ 産業 

（１） 産業構造 

　寄居町の産業構造は、第三次産業が約 60%を占めており、第一次産業、第二次産業の割合

は減少傾向となっています。（図 2-8） 

　大規模自動車工場が稼働した影響などから、工業従事者数、製造出荷額が増加しています。

農業、商業、観光業については、後継者不足等により事業者が減少しており、農業従事者数

の減少から、農家戸数、経営耕地面積ともに年々減少しています。 

 
図 ２-８　産業別就業人口の推移 

出典：総務省「国勢調査」 
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　産業別従業者数をみると、製造業が最も多く 5,000 人を超えています。次いで医療、福

祉、卸売業、小売業の従業者数が多くなっています。（図 2-9） 

 

図 ２-９　寄居町の産業別従業者数 

出典：総務省「令和 3年経済センサス 活動調査」 

 

（２） 産業別エネルギー消費量 

　寄居町の産業別エネルギー消費量は、機械製造業のエネルギー消費量が最も多く、次いで

窯業・土石製品製造業、鉄鋼・非鉄・金属製品製造業の順になっています。（図 2-10） 

 

図 ２-１０　産業別エネルギー消費量 

出典：地域経済循環分析ツール 2024,4（環境省）をもとに作成 

 



13 

２.６ 交通 

　2023（令和 5）年度における寄居町の自動車保有台数は、28,915 台で、2013（平成 25）

年度以降、横ばいに推移しています。車種別では、貨物自動車、乗用自動車は減少傾向、乗

合自動車、特殊用途車は横ばいに推移しています。小型二輪、軽自動車は増加傾向で推移し

ています。（表 2-1） 

表 ２-１　自動車保有車両数の推移 

 

出典：埼玉県統計年鑑（埼玉県） 

 

２.７ 一般廃棄物（ごみ）排出量 

　寄居町の一般廃棄物（ごみ）排出量は、2013（平成 25）年度以降で 2016（平成 28）年度

が最も排出量が少なく 10,614t/年でしたが、2020（令和 2）年度に 11,357t/年と大幅に増

加しました。直近の 2021（令和 3）年度には 10,779t/年まで減少しています。 

　1人 1日あたりごみ排出量をみると、2016（平成 28）年が最も少なく 848g/人日でしたが、

それ以降は増加傾向となっており、2021（令和 3）年度は、910 g/人日となっています。 

　また、生活系ごみ排出量から資源ごみ排出量を除いた 1 人 1日あたり家庭系ごみ排出量

は 2013（平成 25）年度以降増加傾向にあり、2021（令和 3）年度は 769 g/人日となってい

ます。（図 2-11） 

　排出されたごみの内訳をみると、生活系ごみ、事務系ごみの排出量は概ね横ばいに推移し

ています。集団回収は減少傾向にあり、2021（令和 3）年度の排出量は 2013（平成 25）年

度の約 50%となっています。（図 2-12） 
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図 ２-１１　一般廃棄物（ごみ）排出量 

出典：寄居町一般廃棄物（ごみ）処理基本計画より作成  

 

 

図 ２-１２　一般廃棄物（ごみ）の内訳 

出典：寄居町一般廃棄物（ごみ）処理基本計画より作成  
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２.８　区域の目指す将来像 

　地球温暖化対策は、町民・事業者・町などあらゆる主体が地球温暖化という共通の課題を

「自分ごと」として捉え、取り組みを行うが必要があります。そのために、寄居町が 2050

（令和 32）年度に目指すべき将来像を掲げ、あらゆる主体と共有し、一体となって取組へ

の理解と協力を推進していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-１６　脱炭素先行地域のイメージ（地方の小規模市町村等の中心市街地） 

出典：「地域脱炭素ロードマップ【概要】」（国・地方脱炭素実現会議） 

 

 

【2050（令和 32）年度の将来像】 

脱炭素社会の実現に取り組み、資源循環型のライフスタイル

を実現したまち
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第３章 　温室効果ガス排出量の推計と将来推計 

３.１ 温室効果ガス排出量推計の対象範囲 

　温室効果ガス排出量は、環境省が地方公共団体実行計画策定・実施支援サイトにて毎年度

公表している「自治体排出量カルテ」に掲載された値を基に、区域施策編が対象とする部

門・分野の温室効果ガスの現況推計を行いました。 

　排出量推計の現況年度は、温室効果ガス排出量に係るデータの入手が可能な最新年度

（202１（令和３）年度）としました。 

 

（１） 対象とする地域 

　寄居町全域を対象とします。 

 

（２） 対象とする温室効果ガス 

　本計画で把握すべき区域の温室効果ガス排出量は原則として「地理的な行政区域内の排

出量のうち、把握可能な部門・分野」とします。 

　地球温暖化対策の推進に関する法律おいては、下表に示す 7種類のガスが「温室効果ガ

ス」として定められていますが、国や埼玉県において二酸化炭素が排出量の約 90%を占めて

いることから、本計画における温室効果ガスの排出量の算出や施策の対象は、二酸化炭素と

します。 

表 ３-１　対象とする温室効果ガス 

 

出典：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル」 
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（３） 対象とする部門 

　本計画で温室効果ガス排出量削減の対象とする部門は、下表のとおりです。 

 

表 ３-２　対象とする部門 

 

出典：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル」 

 

３.２ 区域の温室効果ガスの現況推計 

　寄居町の温室効果ガスの総排出量は、2021（令和 3）年度は 332 千 t-CO2 となっています。

2013（平成 25）年度以降に排出量が増加し、2018（平成 30）年度をピークに 2019（令和 1）

年度からは減少傾向となっています。（図 3-1） 

　各部門の温室効果ガスの現況推計結果および特徴は以下のとおりとなっています。 

 

図 ３-１　温室効果ガス排出量の経年変化 

出典：自治体排出量カルテをもとに作成 

 

 



18 

（１） 産業部門 

　大規模自動車工場の稼働により 2016（平成 28）年には 248 千 t-CO2 まで増加した後、横

ばいに推移し、2019（令和 1）年度から減少しています。2013（平成 25）年度以降、部門別

の温室効果ガス排出量は、産業部門の占める割合が高くなっています。 

 

（２） 家庭部門 

　2013（平成 25）年度の 51 千 t-CO2 をピークに排出量は減少傾向となっています。 

 

（３） 業務その他部門 

　2012（平成 24）年度の 47 千 t-CO2 をピークに排出量は減少傾向となっています。 

 

（４） 運輸部門 

　年々減少しており、直近の 2021（令和 3）年度では、60 千 t-CO2 となっています。 

 

（５） 廃棄物部門 

　横ばいとなっており、直近の 2021（令和 3）年度は 6千 t-CO2 となっています。 

 

　寄居町の部門別 CO2 排出量構成比と埼玉県平均及び全国平均との比較を下図に示します。 

　埼玉県平均、全国平均と比較すると産業部門が占める割合が高くなっています。 

 

図 ３-２　部門別 CO２排出量の構成比の比較（埼玉県平均及び全国平均） 

出典：自治体排出量カルテをもとに作成  
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３.３ 温室効果ガスの将来推計（現状趨勢ケース） 

　将来の温室効果ガス排出量（現状趨勢※ケース）の推計は、環境省「地方公共団体実行計

画（区域施策編）算定・実施マニュアル（算定手法編）」に紹介されている、将来人口を用

いた簡易な手法を用いました。そのため、産業など区域の活動量は現状のままとして推計し

ています。将来推計の現状年度は自治体排出量カルテの最新年度である、202１（令和３）

年度、目標年度は 2030（令和 12）年度としました。 

　寄居町の 2030（令和 12）年度の現状趨勢ケースの温室効果ガス排出量の将来推計を下表

に示します。現状趨勢ケースでは、全ての部門で排出量が減少し、温室効果ガスの総排出量

は基準年度比で 29.9%の削減となります。現状趨勢ケースの排出量構成比を見ると、産業部

門が 58.6%と区域内の温室効果ガス排出量の半分以上を占めると推計されました。 

※現 状趨勢（Business As Usual「BAU」）ケース：今後追加的な対策を見込まないまま推移した場合の将来
げんじょうすうせい

の温室効果ガス排出量を指し、部門ごとの活動量の推計値から算出する。 

 

表 ３-３　将来推計（現状趨勢ケース） 

 ※表中の合計は、四捨五入の関係で一致しない場合があります。 

出典：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル」 

 

３.４ 区域の森林等の吸収源による温室効果ガス吸収量の推計 

　吸収源とは二酸化炭素などの温室効果ガスを吸収する森林のことです。 

　寄居町内の森林が 1年間に吸収する二酸化炭素量を算定すると、823.60t-CO2/年となりま

す。 

　寄居町の森林 CO2 吸収量の算定は、「寄居町森林整備事業計画書（R5 年 3 月）」に示され

ている民有林、2352.07ha を対象とし、「埼玉県森林 CO2 吸収量算定基準（H22 年作成、H31

年改定）」に示される数値を用い、以下の計算方法により算定しました。 

 

 
温室効果ガス 

排出量・吸収量 

（単位：千 t- CO2）

2014 年度 

(基準年度)

2030 年度 

(現状趨勢ケース)

 
排出量 構成比

削減率 

(基準年度比)

 

産業部門

製造業 231 159 56.4% -31.2%

 建設業・鉱業 2 1 0.4% -50.0%

 農林水産業 6 5 1.8% -16.7%

 家庭部門 45 33 11.7% -32.5%

 業務その他部門 40 27 9.6% -26.7%

 

運輸部門
自動車

旅客 41 29 10.3% -29.3%

 貨物 29 22 7.8% -24.1%

 鉄道 3 2 0.7% -33.3%

 廃棄物分野（一般廃棄物） 6 5 1.8% -16.7%

 合　　計 402 282 100% -29.9%
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表 ３-４　寄居町の森林 CO2 吸収量 

 

　吸収源については、二酸化炭素の吸収源としての機能を持つ森林を適切に管理・維持する

ことが重要です。適切な森林施業（更新、保育、間伐、主伐等）が行われるように、基礎と

なる森林データの整備や維持管理のための施策を講じることが求められます。 

　また、木材は大気中の CO2 を大量に固定しているため、間伐・主伐により生み出された木

材を適切に利用することも重要です。 

 

 樹種
民有林面積 
（ha）

CO2 吸収量 
（t-CO2/年）

 スギ 501.05 193.84 

 ヒノキ 332.93 102.52 

 その他広葉樹 1,518.09 527.23 

 合　計 2,352.07 823.60 
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第４章 計画全体の目標 

４.１ 区域施策編の目標 

　本計画の温室効果ガス削減目標は、国の地球温暖化対策計画を踏まえて策定された「埼玉

県地球温暖化対策実行計画（第 2期）改正版」に準じた目標とし、2030（令和 12）年度の

温室効果ガス排出量を 2014（平成 26）年度比で 46%削減とします。 

 

 

 

 

長期目標 

寄居町から排出される温室効果ガスを 2050（令和 32）年度までに実質ゼロを目指す 

 

 

図 ４-１　本計画の目標値 

 

４.２ 部門別削減目標　 

　本計画の目標を実現するため、各部門の温室効果ガス削減目標を下表のとおり設定しま

す。なお、各部門の削減量は参考値であり、目標に基づき削減を進めます。 

　産業部門に関しては、温室効果ガス排出量の構成比が直近の 2021（令和 3）年の実績値で

59%を占めており、目標達成のためには産業部門の温室効果ガス排出量を大きく削減してい

くことが必要です。 

　吸収源については、現状は 823.6t-CO2/年と推計されます。森林吸収量を 2030（令和 12）

年度までに目標とする 1,000t-CO2/年を実現させるためには、森林の適切な維持管理を行い、

目標（本計画の目標） 

2030（令和 12）年度までに寄居町の温室効果ガス排出量を 

2014（平成 26）年度比で 46%削減を目指す

CO2 排出量 
46%削減

CO2 排出量 
実質ゼロ
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二酸化炭素の吸収源としての機能を維持することが必要です。 

 

表 ４-１　現状の実績と目標との対比 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千 t-CO2） 

※表中の合計は、四捨五入の関係で一致しない場合があります。 

出典：自治体排出量カルテ 

 

４.３ 再生可能エネルギーの導入目標 

　寄居町は日照時間が長く日射量も多いことから、本計画の目標達成のため太陽光発電設

備の導入を促進します。 

　再生可能エネルギーの導入目標の指標を下表に示します。 

 

表 ４-２　再生可能エネルギー導入目標※1 

※1再生可能エネルギー導入目標値は、自治体排出量カルテを基に REPOS※2 で公開されている再生可能エネ

ルギー目標設定支援ツールを用いて算定。 
※2 REPOS(リーポス)：再生可能エネルギー情報提供システムのこと。わが国の再生可能エネルギーの導入

促進を支援することを目的として 2020 年に環境省が開設したポータルサイト。 

 

　再生可能エネルギーの導入に関しては、地域の自然的社会的条件に応じた環境の保全や、

本来想定されている土地利用の在り方、その他の公益への配慮が必要です。一方で気候変動

の進行そのものが生物多様性の損失や気象災害の増加につながるものであり、自然環境の

保全を図りつつ、最大限の再生可能エネルギー導入に取り組むことが重要です。 

 

 

 

部門

2014(H26)年度 

排出量実績 

(基準年度)

2021(R3)年度 

 (直近年度) 

排出量実績

2030(R12)年度  

(目標年度)
必要な

削減量
 排出量目標 構成比

 産業 238 197 120 55.3% 118

 家庭 45 35 25 11.5% 20

 業務 40 34 21 9.7% 19

 運輸 73 60 48 22.1% 25

 廃棄物 6 6 4 1.8% 2

 吸収源 ― ― ▲1

 合計 402 332 217 185

 
再生可能エ
ネルギー区

分

2022(R4)年（現状） 2030(R12)年（目標年）

 
設備容量 
（MW）

年間 
発電電力量 
（MWh/年）

設備容量 
（MW）

年間 
発電電力量 
（MWh/年）

（参考） 
二酸化炭素 

削減量 
（千 t-CO2/年）

 太陽光 32 41,096 92 116,879 50.8

 バイオマス 2 11,297 2 11,297 4.9

 合　　計 34 52,393 94 128,176 55.7
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４.４ 取組による削減目標 

　本計画の目標を実現するために必要な温室効果ガスの削減量は、185 千 t-CO2 となります。

このうち、現状趨勢（BAU)ケースにより 120 千 t-CO2 の削減が見込まれます。 

　再生可能エネルギー導入および省エネ等の取組により、目標達成までに必要な 65千 t-CO2

を削減します。 

 

 

図 ４-２　本計画の削減目標値 

 

 

 

 

CO2 排出量 46% 
（185 千 t-CO2）削減 
 
現状趨勢による削減 
　120 千 t-CO2 
　　　＋ 
再エネ導入による削減 
取組による削減 
　65 千 t-CO2
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第５章 温室効果ガス排出削減等に関する対策・施策 

　本計画の目標を達成するために寄居町では、自然的、社会的条件に応じた温室効果ガス排

出量の削減等のための施策を推進します。特に、地域の町民・事業者との協力・連携の確保

に留意しつつ、公共施設等の総合管理やまちづくりの推進と合わせて、再生可能エネルギー

等の最大限の導入・活用とともに、徹底した省エネルギーの推進を図ることを目指します。 

　また、策定する温室効果ガス排出量削減の施策・対策は、寄居町の課題である「人口減少」、

「少子高齢化」、「環境保全」に資するものとします。 

 

５.１ 施策の体系 

　地球温暖化対策推進法に基づき、寄居町の温室効果ガス排出量の削減等を行うための方

針を以下のとおり設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 本計画の施策・対策を下図に整理します。 

図 ５-１　施策・対策の体系 

 

 

 

 

基本方針１：再生可能エネルギーの利用促進 

基本方針２：省エネルギーの推進 

基本方針３：脱炭素型まちづくりの推進 

基本方針４：循環型社会の形成 
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５.２ 具体的な施策・対策 

　温室効果ガス削減の目標達成に向けた施策は、国の地球温暖化対策計画を基に策定され

た「埼玉県地球温暖化対策実行計画（第 2期）改正版」を基に寄居町の実情を踏まえたもの

とし、施策に対する取組内容、取組主体、CO2 が削減される部門及び取組指標と目標値※1 を

定めました。（図 5-2） 

 

 
図 ５-２　取組主体、CO2 が削減される部門 

 

　また、本計画で示す具体的な対策はコベネフィット等※2 を踏まえた対策を検討しました。 

　事業者の温室効果ガス削減の対策について、寄居町の大規模排出源となる事業所を所有

する企業では、企業全体として 2050（令和 32）年カーボンニュートラルの実現を目指し、

取組を行っています。 

　事業者の計画等に沿って削減が進んでいくことを前提に、具体的な対策・施策は事業者に

委ねることとし、町は事業者と積極的なコミュニケーションを図り、中小企業や住民をター

ゲットとした対策に特に注力することとします。 

※1取組指標と目標値：本計画の目標年度は 2030（令和 12）年度ですが、他関係計画の改定、進捗状況を

踏まえて再設定することとします。 
※2コベネフィット：一つの政策、戦略、又は行動計画の成果から生まれる、複数の分野における複数のベ

ネフィット（利益、恩恵）のこと。 

 

● 基本方針 1：再生可能エネルギーの利用促進 

　寄居町は太陽光発電の利用促進にあたり、自然環境や生活環境に配慮しつつ適正な地域

資源の活用が推進されるよう町の太陽光発電設備の適正な設置及び管理等に関する条例

に基づき、温室効果ガス排出量の削減に取り組みます。 

　また、住宅や事業所、工場などへの太陽光発電設備の導入が困難な場合、再生可能エネ

ルギー比率の高い電力が利用されるよう啓発に努め、温室効果ガス排出量の削減に貢献し

ていきます。 

 

 

取組主体  CO 2 が削減さ れる部門 
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【施策 1-1：再生可能エネルギー設備の導入促進】 

取組内容：太陽光発電・太陽熱利用の適切な推進 

町 

Ÿ 耐震性や保守性に問題を生じない範囲で公共施設の屋上等へ太陽光発電設備を導入し

ます。 

Ÿ 町民、事業者が太陽光発電システムや太陽熱利用システムの導入を検討できるよう、

情報提供を行います。 

Ÿ 町のエコハウス推進事業補助金等を活用し、住宅への太陽光発電設備の導入を推進し

ます。 

町民 

Ÿ 太陽光発電、住宅用蓄電池等、再生可能エネルギー機器・設備の導入に努めます。 

事業者 

Ÿ 工場、事業所への太陽光発電設備の導入に努めます。 

Ÿ 工場等の未利用エネルギー※の有効活用に努めます。 

※未利用エネルギー：工場・変電所・地下施設から出る廃熱、冷暖房排熱など、有効に利用できる可能性

があるにもかかわらず、これまで利用されてこなかったエネルギーの総称 

 

【施策 1-2：再生可能エネルギーの利用促進】 

取組内容：再生可能エネルギー比率の高い電力の利用 

町 

Ÿ 公共施設の電力契約の際には、グリーン契約※を推進します。 

Ÿ 再生可能エネルギー比率の高い電力の調達に努めます。 

Ÿ 国や県の補助・支援制度や再生可能エネルギー由来の電力供給などの情報提供を行い

ます。 

町民 

Ÿ 再生可能エネルギー比率の高い電力の調達に努めます。 

事業者 

Ÿ 再生可能エネルギー比率の高い電力の調達に努めます。 

※グリーン契約：製品やサービスを調達する際に、環境負荷ができるだけ少なくなるような工夫をした契

約のことです。グリーン契約は、調達者自身の環境負荷を下げるだけでなく、供給側の企業に環境負荷の

少ない製品やサービスの提供を促すことで、経済・社会全体を環境配慮型のものに変えていく可能性を持

っている。 

 取組主体 CO2 が削減される部門

 

 取組主体 CO2 が削減される部門
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【取組の目標（指標）】 

 

ポイント 

　寄居町では事業者の取組状況を把握するため、無作為に抽出した 30 社程度の事業者を

対象に地球温暖化対策に関するアンケートを実施しました。その結果、太陽光発電設備は

1/3 の事業所で導入をしていたものの、蓄電池システムや太陽熱温水器などはほとんど導

入されていませんでした。太陽光発電は非常時や災害時など電力会社からの電気供給がス

トップしても電力を確保できることから、事業所に対して太陽光発電設備や蓄電池システ

ムなどを導入するメリットを説明することも重要です。 

 

 

 取組指標 現状値 目標値 備考

 
エコハウス推進事業補助金

交付件数

28 件/年 

（R3 年度）
30件/年

第 2次寄居町環境本 

計画　改定版 

（R5～R9）
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● 基本方針 2：省エネルギーの推進 

　温室効果ガス排出量の大部分を占めるエネルギー消費に由来する CO2 排出量を削減する

ためには、省エネルギー化を進めることが重要です。 

　エネルギー消費量の低減に向けて、省エネ性能の高い設備や機器の導入促進を図るとと

もに、住宅など建築物のエネルギー消費性能の向上に寄与する取組を推進します。 

　また、資源循環型ライフスタイルへの転換を図るための取組も推進し、住民一人ひとり

が環境について正しく理解し、日常生活や事業活動において環境に配慮した行動ができる

ような取組を行います。 

 

【施策 2-1：省エネルギー技術の導入促進】 

取組内容：省エネ最適化診断の積極的な受診 

町民 

Ÿ 省 CO2 対策を提案する家庭エコ診断制度※1 の活用をし、省エネ行動に努めます。 

事業者 

Ÿ 工場・事業所などで省エネ最適化診断※2 の積極的な受検に努めます。 

※1家庭エコ診断制度：家庭部門の温室効果ガス排出削減を進めるため、地球温暖化や省エネ家電などに

関する幅広い知識を持った診断士が、各家庭の実情に合わせて実行性の高い省 CO2・省エネ提案・アドバ

イスを行う制度。 
※2省エネ最適化診断：一般財団法人省エネルギーセンターが提供する「省エネ診断」による使用エネル

ギー削減に加え、「再生可能エネルギー提案」を組み合わせることで、脱炭素化を加速するサービスのこ

と。 

 

 

 取組主体 CO2 が削減される部門
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取組内容：省エネ設備・機器、LED 照明の導入 

町 

Ÿ トップランナー制度※等、エネルギー消費効率が優れている機器の導入を促進します。 

Ÿ 公共施設の省エネ設備・機器、LED 照明の導入を促進します。 

Ÿ 町民や事業者に向けた省エネ設備導入の普及啓発を行います。 

町民 

Ÿ 省エネ型の家電製品の購入に努めます。 

Ÿ LED 照明への転換に努めます。 

事業者 

Ÿ 省エネ設備・機器を積極的に導入します。 

Ÿ 化石燃料から電気への転換や、より低炭素な燃料への転換に努めます。 

※トップランナー制度：対象となる機器や建材の製造事業者や輸入事業者に対し、エネルギー消費効率の

目標を示して達成を促すとともに、エネルギー消費効率の表示を求めています。目標となる省エネ基準

（トップランナー基準）は、現在商品化されている製品のうち、エネルギー消費効率が最も優れているも

の（トップランナー）の性能に加え、技術開発の将来の見通し等を勘案して定めており、エネルギー消費

効率のさらなる改善推進を行います。 

 

取組内容：新築住宅の ZEH 化、新築建築物の ZEB 化、既存住宅・建築物の省エネ化 

町民 

Ÿ 建築物を新築する際は ZEH 化に努めます。 

Ÿ 断熱リフォームなどの省エネルギー化、高機能換気設備や断熱性能を高める等の省エ

ネルギー化に努めます。 

事業者 

Ÿ 建築物を新築する際は ZEB 化に努めます。 

Ÿ 事業所・工場等を新設、増改築する際は、断熱性能が高くエネルギー効率の良い環境

配慮型建築を取り入れます。 

 

 

 

 

 取組主体 CO2 が削減される部門

 

 取組主体 CO2 が削減される部門
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ポイント 

　事業者を対象にした地球温暖化対策に関するアンケートの結果、省エネへの取組として

LED 照明については既にほとんどの事業者が導入しており、高効率空調、エコカーについ

ても１/3 の事業者で導入していました。一方で、高効率給湯機、高効率のボイラーや工業

炉、省エネルギー診断、コージェネレーションシステム※などは、ほとんど導入されていま

せんでした。今後の省エネへの取組として、まずは省エネルギー診断の受診を促進し、各

事業所で実施可能な取組を明らかにし、実施を促すことが重要です。 

※コージェネレーションシステム：発電と同時に発生した熱を利用して、冷暖房や給湯等に利用する高効

率のエネルギー供給システム。 
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【施策 2-2：省エネルギー行動の促進】 

取組内容：日常生活における省エネ行動の促進 

町 

Ÿ 電気消費量の多い（CO2 排出量が多い）エアコンの利用を抑制するために、冷房は冷や

しすぎない室温管理、暖房は暖めすぎない室温管理を推奨します。 

Ÿ 製品やサービスを購入する際に、グリーン購入※を推進します。 

Ÿ テレワーク、オンライン会議の利用を推進します。 

Ÿ クールビズ・ウォームビズを実施します。 

Ÿ 省エネルギー行動について職員への普及啓発を行います。 

町民 

Ÿ 節電・節水を心掛け、省エネルギー行動に努めます。 

事業者 

Ÿ 電気消費量の多い（CO2 排出量が多い）エアコンの利用を抑制するために、冷房は冷や

しすぎない室温管理、暖房は暖めすぎない室温管理を推奨します。 

Ÿ 製品やサービスを購入する際に、グリーン購入※を推進します。 

Ÿ テレワーク、オンライン会議の利用を推進します。 

Ÿ クールビズ・ウォームビズを実施します。 

Ÿ 省エネルギー行動について従業員への普及啓発を行います。 

※グリーン購入：環境を考慮して必要性をよく考え、環境への負荷ができるだけ少ないものを選んで購入

すること。 

 

取組内容：環境を考えた製品の開発・材料使用 

事業者 

Ÿ 環境への負荷が少ない製品の開発に努めます。 

Ÿ 長期使用可能な商品を購入します。 

Ÿ エコマーク商品や再生資源・材料などを使用します。 

Ÿ 製品やサービスを調達する際に、グリーン契約で行うことを推進します。 

 

 

 取組主体 CO2 が削減される部門

 

 取組主体 CO2 が削減される部門
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取組内容：デコ活やエコライフ DAY＆WEEK への参加・実施 

町 

Ÿ 環境省が推進する「デコ活」※1 や埼玉県が推進する「エコライフ DAY＆WEEK」※2 への

参加を促します。 

町民 

Ÿ 「デコ活」や「エコライフ DAY＆WEEK」に参加します。 

事業者 

Ÿ 「デコ活」や「エコライフ DAY＆WEEK」に参加します。 

※1「デコ活」：「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」の愛称のことで、二酸化炭素

（CO2）を減らす脱炭素（Decarbonizarion）と、環境に良いエコ（Eco）を含む“デコ”と活動・生活を組

み合わせた新しい言葉。 
※2エコライフ DAY＆WEEK：地球温暖化対策事業の一環として、簡単なチェックシートを利用し、省エネ・

省資源のライフスタイルを普及させるきっかけ作りとして埼玉県が実施している事業。 
エコライフ WEEK は、エコライフ DAY のチェック項目の中から、任意でいくつかの項目を選び、一週間継

続することで、日常的に環境に配慮した生活を送れるようになることを目指す。 

 

取組内容：寄居町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の推進 

町 

Ÿ 実施状況について、住民にわかりやすい形で公表します。 

 

ポイント 

　地球温暖化対策に関するアンケートに回答いただいた事業者の中には、節電・省エネ対

策としてサマータイム※を導入し、働き方の工夫することで省エネ対策に取り組んでいる

所もありました。地球温暖化の影響で夏の気温は年々上昇し、真夏日や猛暑日の日数も増

えています。日中の暑い時間帯、製造する製品によっては作業所内の室温が上昇し、熱中

症などのリスクも高まります。サマータイムなど働き方を工夫した地球温暖化対策への取

組は、費用のかからない取組として参考になります。 

※サマータイム：昼間の明るい時間が長い期間、全国の時刻を標準時より１時間進める制度。 
起床・就寝、労働時間もこれまでどおりでありながら、明るい夕方の時間が１時間増えるためその時間を

有効に活用でき、夕方の照明や朝の冷房用電力等が節約されることにより、電力消費を削減することがで

きる。 

 

 

 取組主体 CO2 が削減される部門

 

 取組主体 CO2 が削減される部門
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【施策 2-3：環境教育・環境学習の推進】 

取組内容：小・中学校における環境教育の充実 

町 

Ÿ 町内の小・中学校において環境教育や体験学習の充実を図り、環境保全や地球温暖化

への理解を深め、温室効果ガス削減に向けた取組の実施を促します。 

 

取組内容：地球温暖化対策や環境保全に関する情報提供・発信 

町 

Ÿ 地球温暖化対策や環境保全に関する情報提供・発信を行い、環境保全や地球温暖化対

策への理解を深め、取組の実施を促します。 

 

【取組の目標（指標）】 

 

ポイント 

　事業者を対象とした地球温暖化対策に関するアンケートの結果から、事業者が温暖化対

策を実施する上での問題点・課題として「温暖化対策に関する情報の不足」という意見も

多く挙げられました。 

　住民・事業者の取組を推進するために、町は温暖化対策や取組などに関する情報を積極

的に発信し、より多くの住民・事業者の地球温暖化に対する理解を深め、取組の実施を促

すことも重要です。 

 

 

 

 

 取組主体 CO2 が削減される部門

 

 取組主体 CO2 が削減される部門

 

 取組指標 現状値 目標値 備考

 
寄居町の事務事業における 

温室効果ガス排出量

3,754.8 

t-CO2/年 

（R4年度）

2,622.7 

t-CO2/年 

（基準年度比

50%削減）

寄居町温暖化対策実行
計画（事務事業編） 
改定版（R6～R12）

 
エコライフ DAY の参加者数

7,233 人/年 

（R5 年度）
8,000 人/年

毎年夏、冬の 2回施。 
現状値より参加者数を
１割増加させる。
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● 基本方針 3：脱炭素型まちづくりの推進 

　寄居町では自動車が日常生活の中で必要不可欠な移動手段となっており、運輸部門にお

けるエネルギー消費の多くを自動車部門が占めています。燃費性能の優れたエコカーの普

及等の対策・施策の推進が重要となっています。 

　また、寄居町では少子高齢化、人口減少が大きな課題となっています。今後、少子高齢

化、人口減少が進み市街地が拡散し、低密度な市街地が形成されていくと、住民の生活を

支えるサービスの提供が困難な状況になると想定されています。脱炭素化社会への取組と

合わせこれらの課題に対応するべく都市機能を集約させたコンパクトなまちづくりを推

進していきます。 

 

【施策 3-1：移動手段の脱炭素化】 

取組内容：エコカーの普及・燃費改善、エコドライブの推進 

町 

Ÿ 電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド自動車（PHV）、燃料電池自動車（FCV）な

どエコカーについて普及啓発を行います。 

Ÿ 公用車の更新に際しては、エコカーへの転換を推進します。 

Ÿ 公用車利用時はエコドライブ※を徹底します。 

Ÿ エコドライブの周知・啓発活動を行い、エコドライブの定着を図ります。 

町民 

Ÿ 車を購入するときは、エコカーの購入を検討します。 

Ÿ アイドリングストップやエコドライブを実践します。 

事業者 

Ÿ 車を購入するときは、エコカーの購入を検討します。 

Ÿ アイドリングストップやエコドライブを実践します。 

※エコドライブ：燃料消費量や CO2 排出量を減らし、地球温暖化防止につなげる”運転技術”や”心がけ”

のことです。 

 

 

 取組主体 CO2 が削減される部門
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取組内容：公共交通機関・自転車の利用推進、効率的な輸送 

町 

Ÿ 公共交通機関や愛のりタクシーなど、高齢者等の交通弱者が移動しやすい公共交通の

利用を推進します。 

町民 

Ÿ 近隣への移動は、徒歩や自転車、公共交通機関を利用します。 

事業所 

Ÿ 物資や製品の輸送にあたっては共同輸送や公共交通機関の利用等、効率的な輸送・配

送システムを利用します。 

Ÿ 公共交通機関の利用など、自家用車・社用車の利用を減らします。 

 

【施策 3-2：都市機能集約化の推進】 

取組内容：都市のコンパクト化（職住近接や集住化等） 

町 

Ÿ 町民の暮らしや経済活動を支えるため、一定エリアで人口密度を維持するコンパクト

なまちづくりを進めていきます。 

 

取組内容：「地産地消」の取組 

町民 

Ÿ 流通過程で排出される CO2 を削減するため、地元の生産物を購入して消費する「地産

地消」の普及啓発に努めます。 

 

 

 取組主体 CO2 が削減される部門

 

 取組主体 CO2 が削減される部門

 

 取組主体 CO2 が削減される部門
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【取組の目標（指標）】 

 

 

 

 取組指標 現状値 目標値 備考

 公用車におけるエコカー

台数

15 台 

（R5 年度）
23 台

第 2次寄居町環境基本画 
改定版（R5～R9）

 住宅取得支援制度利用者

による移住世帯数

63 件 

（R5 年度）
200 件

第 6次寄居町総合振興計画
後期基本計画（R4～R8）

 愛のりタクシーの年間 

利用者数

15,983 人/年 

（R5 年度）
17,000 人/年

寄居町地域公共交通計画 
（R4～R8）
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● 基本方針 4：循環型社会の形成 

　循環型社会とは、「天然資源の消費の抑制を図り、もって環境負荷の低減を図る社会」で

す。循環型社会の形成において、天然資源の消費の抑制を図ることは、脱炭素社会の実現

にもつながります。 

　そのためにも家庭や事業者などから排出されるごみの減量化と資源化を促進します。特

に家庭から排出されるごみは、人口が減少傾向にあるにも関わらず、増加傾向にあるため、

町民一人ひとりがごみの減量化に向けて取組を実践することが重要です。 

　また、森林は適切に管理・維持することで区域から排出される二酸化炭素の吸収源とし

ての機能を発揮します。二酸化炭素の吸収源となり、多面的機能を持つ里山や樹林地の保

全と活用を推進していきます。 

　森林以外の吸収源対策として、環境保全型農業の推進に取り組みます。農地及び草地土

壌における炭素貯留量の増加に資する環境保全型農業の推進は吸収源対策としても機能

します。 
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【施策 4-1：ごみの減量化・資源化の推進】 

取組内容：サーキュラーエコノミー※1 の推進 

町 

Ÿ 5R※2 を推進し、家庭、事業所、町内施設から排出される一般廃棄物の削減を図ります。 

Ÿ リサイクルやリユースなどに関する情報発信を行い、取組を促進します。 

Ÿ 町民のリサイクル活動を支援し、資源回収のさらなる促進を図ります。 

Ÿ 雑がみの分別、回収について普及啓発を促進し、廃棄される用紙類を削減します。 

町民 

Ÿ エコ商品やリサイクル商品、リサイクル可能な商品を利用します。 

Ÿ リサイクル活動やごみゼロ運動に参加します。 

Ÿ 物品は修理して長く使います。 

Ÿ 使用頻度の低いものや共同利用できるものは、レンタルやシェアリングを行います。 

Ÿ 生ごみの自家処理や堆肥化などを行います。 

事業者 

Ÿ 耐久性のある製品や再利用・再資源化しやすい製品の開発に努めます。 

Ÿ 事務用品などはリサイクル製品を購入します。 

Ÿ 会議資料などのペーパーレス化を図ります。 

※1 サーキュラーエコノミー（循環経済）：従来の 3R（発生抑制（Reduce）、再利用（Reuse）、再生利用

（Recycle））の取組に加え、資源・製品の価値の最大化、資源消費の最小化、廃棄物の発生抑止等を目指

すもので、資源を廃棄しないことを前提に製品を生産し循環させる経済システムのこと。 
※2 5R：発生回避（Refuse）、発生抑制（Reduce）、再利用（Reuse）、修理（Repair）、再生利用（Recycle）

のこと。 

 

取組内容：家庭における食品ロスの削減 

町民 

Ÿ 食べ残し、買いすぎなどによる食品の廃棄を減らす啓発活動を行います。 

Ÿ 食品の保存方法、レシピなど無駄なく使う方法など、食品ロスを減らす取組に関する

情報を発信します。 

 

 

 取組主体 CO2 が削減される部門

 

 取組主体 CO2 が削減される部門
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取組内容：ごみの減量化、適正な処理 

町 

Ÿ 寄居町一般廃棄物（ごみ）処理基本計画に基づき、適正なごみの処理に努めます。 

Ÿ 公共施設における率先したごみの排出抑制を推進します。 

Ÿ ごみの分別の徹底に向けた指導を行います。 

町民 

Ÿ マイバックの利用や詰め替え商品の利用など、ごみの減量に努めます。 

Ÿ 長く使える商品を購入し、使い捨て商品は買わないように心掛けます。 

事業者 

Ÿ 資源物の店頭回収、廃油・食品残渣の再利用等を行い、廃棄コスト削減、CO2 削減に努

めます。 

Ÿ 事業系ごみは、町や県の許可を受けた処理業者へ委託して、適正に処理します。 

Ÿ 製造過程での廃棄物発生抑制に努めます。 

 

【施策 4-2：緑地保全・緑化の推進】 

取組内容：適切な森林整備・保全の推進 

町 

Ÿ 森林の維持管理、自然資源の適切な整備・保全を行い、CO2 吸収量の確保に努めます。 

 

取組内容：環境保全型農業の推進 

町 

Ÿ 堆肥や緑肥等の有機物の継続的な施用により農地土壌中の炭素貯留量の増加に資する

環境保全型農業※を推進します。 

Ÿ 化学肥料の生産に使用される化石燃料を減らすため、有機肥料の利用を推進します。 

※環境保全型農業：農業の持つ物質循環機能を生かし、生産性との調和などに留意しつつ、土づくり等を

通じて化学肥料、農薬の使用等による環境負荷の軽減に配慮した持続的な農業のこと。 

 取組主体 CO2 が削減される部門

 

 取組主体 CO2 の吸収

 

　　 　　 　　 　　

 取組主体 CO2 の吸収
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【取組の目標（指標）】 

 

 

 

 取組指標 現状値 目標値 備考

 
資源化量

2,526t/年 

（R3 年度）
2,198t/年

寄居町一般廃棄物 
（ごみ）処理基本計画
（R5～R9）

 町民一人一日当たりの家庭

系ごみ（一般廃棄物）排出量 

※資源物を除く

688g/人・日 

（R3 年度）
578g/人・日

寄居町一般廃棄物 
（ごみ）処理基本計画
（R5～R9）

 
事務系ごみの排出量

1,237t/年 

（R3 年度）
1,237t/年

寄居町一般廃棄物 
（ごみ）処理基本計画
（R5～R9）
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第６章 区域施策編の実施及び進捗管理 

６.１ 各主体の役割 

　国の地球温暖化対策計画においては、基本的な考え方として、「全ての主体の意識の変革、

行動の変容、連携の強化」が掲げられており、町民・事業者・町の各主体が参加・連携して

地球温暖化対策に取り組むことが必要です。 

 

（１） 推進体制 

　寄居町では、本計画の推進体制として、町長をトップとし、全ての部局が参画する横断的

な庁内体制を構築・運営します。 

　さらに、地域の脱炭素化を担当する部局・職員における知見・ノウハウの蓄積や、庁外部

署との連携や地域とのネットワーク構築等も重要であり、庁外体制の構築についても検討

を進めます。 

　具体的な体制の想定は、下図のとおりとします。 

 

図 ６-１　寄居町における区域施策編の推進体制 

 

（２） 町の役割 

　町は、地球温暖化防止に関する取組を計画的に推進するため、町民、事業者などが地球温

暖化防止に主体的に取り組むための計画を整備し、地球温暖化対策の検討・推進を実行して

いきます。 

　また、町は県と連携して再生可能エネルギーの導入など地球温暖化対策の取組を率先し

て実施するとともに事業者、町民の取組を推進するための情報発信も行います。 
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（３） 町民の役割 

　町民は、一人ひとりが脱炭素型ライフスタイルへの転換を目指し、環境への負荷を少なく

する取組を実行していくことが重要です。 

 

（４） 事業者の役割 

　事業者は、製造や輸送、販売等の過程で省エネ活動などの環境負荷を減らす取組を行うこ

とが重要です。 

 

図 ６-２　各主体の役割 

 

６.２ 実施・進捗管理 

本計画の実施及び進捗管理は、PDCA サイクルに基づく進行管理を行い、毎年度の進捗状

況の点検・評価のもと、必要に応じて計画の見直し・改善を図り、着実な温室効果ガスの削

減に取り組むこととします。 

実施「DO」については、庁内関係課や庁外ステークホルダー※（住民、事業者、金融機関、

民間団体、他の地方公共団体）との適切な連携のもと、各年度において実施すべき対策・施

策の具体的な内容を検討し実施していきます。 

※ステークホルダー：企業やプロジェクトの遂行において、直接的・間接的に影響を与える利害関係者の

こと。 

 

図 ６-３　PDCA サイクル 
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①　計画（PLAN） 

　計画した対策・施策について、毎年度実施する対策・施策の具体的な内容を検討します。　 

 

②　実行（DO） 

推進体制に基づき、庁内関係課や庁外ステークホルダーとの適切な連携の下に、計画した

対策・施策を着実に実施します。 

 

③　点検・評価（CHECK） 

　毎年度、区域の温室効果ガス排出量について把握するとともに、その結果を用いて計画全

体の目標に対する達成状況や課題の評価を実施します。また、各主体の対策に関する進捗状

況、個々の対策・施策の達成状況や課題の評価を実施します。 

　それらの結果を踏まえて、毎年一回、本計画に基づく施策の実施の状況を公表します。 

 

④　改善（ACTION） 

　毎年度の進捗管理・評価の結果や、今後の社会状況の変化等に応じて、適切に見直すこと

とします。 


